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これだけは知っておきたい 派遣元責任者に必要な基礎知識 派遣元責任者講習テキスト(第 5 刷) 新旧表  

2022.10.31 

頁行  

下とは下から 

新 旧 

96 頁欄外 毎年見直され 4 月 1 日より適用となります。ただし、年度

途中での変更の場合もありますので、最新情報は厚生労働

省の HP でご確認下さい。 

 

毎年見直され 4 月 1 日より適用となります。最近情報は厚

生労働省の HP でご確認下さい。 

98 頁 7 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 行 

2）同一の事業所に継続して 1 年以上※使用されることが見

込まれること 

 

欄外 

2022 年 10 月からの社会保険の適用拡大 

2）「1 年以上使用されることが見込まれること」は、 

2022 年 10 月より「2 か月を超える雇用の見込みがあ 

る」に改正 

中略 

5）次のいずれかの事業所に使用されていること 

a）特定適用事業所（特定労働者総数が 500 人※を超える

企業の事業所）（※ 2） 

 

欄外 

5）「a）特定適用事業所（特定労働者総数が 500 人を超え

る企業の事業所）」は、 

2022 年 10 月より「100 人を超える」 

2024 年 10 月より「50 人を超える」 

 

2）同一の事業所に継続して 1 年以上使用されることが見

込まれること 

 

追加 

 

 

 

 

中略 

5）次のいずれかの事業所に使用されていること 

a）特定適用事業所（特定労働者総数が 500 人を超える

企業の事業所） 

 

追加 

 

99 頁下 9 行 ･･･待期期間 3 日間を除いた第 4 日目より、通算して 1 年 6

か月に達するまで･･･ 

･･･待期期間 3 日間を除いた第 4 日目より、1 年 6 か月の範

囲で･･･ 

 

101 頁欄外 法 159 条 

2022 年 10 月改正 

短期の育児休業に対応するため、月末時点で復職していて

も、同月中に 14 日以上育児休業を取得した場合は当月の

保険料の免除の対象として要件追加。また、賞与月に育児

休業を取得している場合は、取得期間が 1 か月超の場合の

み免除の対象として要件変更。 

 

法 159 条 

追加 

 

104 頁欄外 

3 行 

職業安定法 2022.10.1 改正 

求職者が安心して求職活動を行うことができる環境の整備

と、マッチング機能の質の向上を目的として、「求人等に

関する情報の的確な表示の義務化」、「個人情報の取扱いに

関するルールの整備」、「特定募集情報等提供事業者の届出

制の創設」の改正が行われました。 

※「求人等に関する情報」とは①求人情報 ②求職者情報 

③求人企業に関する情報④自社に関する情報 ⑤事業の実

績に関する情報、すべてとなります。 

 

追加 

 

104 頁表下 3 行 

 

 

 

105 頁表上 4 行 

 

（２）５つの需給調整システム 

１）職業紹介事業 | 無料職業紹介事業 | 学校等 | 職安法

33 条の２、３ 

 

５）募集情報等提供事業 

 | 募集情報等提供事業 | － | 自由  

 | 特定募集情報等提供事業 | 職安法 43 条の 2 | 届出

制 

（２）５つの需給調整システム 

１）職業紹介事業 | 無料職業紹介事業 | 学校等 | 職安法

33 条の２、３、４ 

 

５）募集情報等提供事業 

 | － | － | 自由 

追加 
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104 頁欄外 

下 11 行 

募集情報等提供事業の拡大 2022.10.1 改正 

求人情報・求職者情報を収集（クローリング）して提供す

ることや他の求人メディアに掲載されている求人情報を転

載するサービスを募集情報等提供事業に追加。 

 

特定募集情報等提供事業者の届出制の創設 2022.10.1 改正 

5)募集情報等提供事業 

労働者になろうとする者に関する情報を収集する特定募集

情報等提供事業者について、届出制を導入。 

※2022 年 10 月 1 日時点で当該事業を行っている事業者は

2022 年 12 月 31 日までに届け出る必要があります。 

※年に１度、事業の概況を報告しなければなりません。 

※職業安定法の個人情報に関する規定の対象となります。 

追加 

 

 

 

 

追加 

 

107 頁表 2 行 求職者の個人情報を収集、保管、使用するには、業務の目

的達成に必要な範囲内で、当該目的をウェブサイトに掲載

するなどして明らかにしなければなりません*。 

 

欄外 

個人情報の取扱いに関するルールの整備 2022.10.1 改正 

業務の目的をウェブサイトに掲載するにあたっては、求職

者等が一般的かつ合理的に想定できる程度に具体的に明ら

かにする必要があります。 

求職者の個人情報を収集、保管、使用するには、目的達成

に必要な範囲内で行わなければなりません。 

 

 

 

追加 

 

111 頁 17 行 常時 43.5 人以上の労働者を雇用している事業主が対象とな

ります。 

常時 45.5 人以上の労働者を雇用している事業主が対象とな

ります。 

113 頁下 5 行 

表 

報告対象者  

雇用労働者数が常時 43.5 人以上の事業主（特殊法人の場合

は４0 人以上） 

報告対象者  

雇用労働者数が常時 45.5 人以上の事業主（特殊法人の場合

は４0 人以上） 

116 頁注意欄 出入国在留管理庁（旧入国管理局）のＨＰ上の「在留カー

ド等番号失効情報照会」で当該在留カードが失効していな

いか確認することができます。なお、昨今は実在する番号

を悪用して偽造するケースもあり、確認結果は在留カード

の有効性を証明するものではありません。 

そのため、在留カード等の IC チップ内に保存されている

身分事項や顔写真等の情報を読み取ることができる「在留

カード等読取アプリケーション」等もご活用ください（出

入国在留管理庁の HP で無料配布）。 

出入国在留管理庁（旧入国管理局）のＨＰ上の「在留カー

ド等番号失効情報照会」で当該在留カードの有効性を確認

できます。 

127 頁欄外 個人情報保護委員会リーフレット「令和 4 年 4 月 1 日か

ら、令和 2 年改正個人情報保護法が施行されます」付録

P398 参照 

厚生労働省リーフレット「令和 4 年 4 月 1 日から、令和 2

年改正個人情報保護法が施行されます」付録 P400 参照 

 

149 頁欄外 

4 行 

2022 年 7 月 19 日以降変更 

法務省が提供する登記情報連携システムを活用して、登記

事項証明書の添付を省略 

追加 

 

150 頁表 労働者派遣事業関係手続提出書類一覧（法人用） 

別紙 1 に差し替え 

労働者派遣事業関係手続提出書類一覧（法人用） 

差し替え 

151 頁表 労働者派遣事業関係手続提出書類一覧（個人用） 

別紙 2 に差し替え 

労働者派遣事業関係手続提出書類一覧（個人用） 

差し替え 

162 頁欄外 4 行 （～2023 年 3 月 31 日） （～2022 年 9 月 30 日） 

172 頁欄外 過半数代表者 

過半数代表者を選任するときは、次の 1）2）どちらも満た

す者でなければなりません。… 

過半数労働者 

過半数代表者を選任するときは、次の 1）2）どちらも満た

す者でなければなりません。… 

178 頁欄外 派遣先等（労働者派遣を受け入れる者）が、対象となる… 派遣先企業等が、対象となる… 

185 頁 12 行 エ 労使協定の対象とならない待遇である教育訓練*、福利

厚生施設（給食施設、休憩室、更衣室）及び賃金を除く待

遇の決定方法 

 

欄外 

教育訓練 

派遣先企業が行う業務の遂行に必要な能力を付与するため

の教育訓練のことをいいます 

エ 労使協定の対象とならない待遇(※1)、給食施設、休憩

室及び更衣室及び賃金を除く待遇の決定方法 

※１)派遣先企業が行う業務の遂行に必要な能力を付与する

ための教育訓練 

 

250 頁下 10 行 6 か月以内（派遣元指針 15(1)、派遣先指針 18(1)） 6 か月以内 



労働者派遣事業関係手続提出書類一覧（法人用）

第３ 労働者派遣事業の適正な運営の確保に関する措置に係る手続

（５）労働者派遣事業関係手続提出書類一覧

労働者派遣事業関係手続提出書類一覧（１）
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1号 1号 1号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 8号

3号 3号 3号 3号

3号-2 3号-2 3号-2 3号-2

3号-3 3号-3 3号-3 3号-3

○ ▲ ▲ ○ △ △ △

○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

◎ ▲ ▲ ◎

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

◎ ◎ ◎

教育訓練の受講時間を労働時間として扱い、相当する賃金を支払うこ
とを原則とする取扱いを規定した部分

◎ ▲ ▲ ◎

無期雇用派遣労働者を労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇
しないことを証する書類。また、有期雇用派遣労働者についても、労働
者派遣契約終了時に労働契約が存続している派遣労働者について
は、労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇しないことを証する
書類。
労働者派遣契約の終了に関する事項、変更に関する事項及び及び解
雇に関する事項について規定した部分

◎ ▲ ▲ ◎

無期雇用派遣労働者又は有期雇用派遣労働者であるが労働雇用契
約期間内に労働者派遣契約が終了した者について、次の派遣先を見
つけられない等、使用者の責に帰すべき事由により休業させた場合に
は、労働基準法第26条に基づく手当を支払うことを規定した部分

◎ ▲ ▲ ◎

◎ ▲ ▲ ◎

派遣元責任者の住民票の写し ◎ ◎ ◎ ◎

派遣元責任者の履歴書 ◎ ◎ ◎

※ ※ ※ ※ ※

派遣元責任者講習受講証明書の写し ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎

○ ▲ ▲ ○

◎

○

○

◎ ▲ ▲ ◎

役員の精神の機能の障害に関する医師の診断書

※印は当該役員又は派遣元責任者が精神の機能により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に限る。

派遣元責任者の精神の機能の障害に関する医師の診断書

派遣労働者のキャリア形成を念頭においた派遣先の提供のための事務手
引、マニュアル等又はその概要の該当箇所の写し

就業規則又は労働契約の以下の該当箇所（写し）

法第７条第１項第４号の財産的基礎に関する要件についての誓約書

労働者派遣事業許可申請の当分の間の措置に関する常時雇用する派遣
労働者数の報告について

事項別提出書類（様式番号）

株主資本等変動計算書等

法人税の確定申告書の写し

法人税の納税証明書

不動産の登記事項証明書（事業所）

（注１） 提出部数は、事項別提出書類様式については、正本１通、写し２通、添付書類及び参考資料については、正本１通、写し1通である。

（注２） ○印は提出が必要なもの、◎印は全ての事業所ごとに提出が必要なもの、△印は当該書類に変更が加えられた場合にのみ提出を要するもの。▲印は既に提出されているものに変更があった場合のみ提出を要するもの。

参
考
資
料

自己チェックシート

企業パンフレット等事業内容が確認できるもの（設立直後等で作成してい
ない場合を除く。）

労働者名簿（申請月の前月末現在（前月末で把握が困難な場合は前々
月末現在）のもので、派遣労働者を含む全労働者分）

（注３） 様式第３号－３は、派遣労働者のうち、雇用保険又は健康保険・厚生年金保険の未加入者がいる場合にのみ提出を要するものであること。
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新
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事
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出

貸借対照表及び損益計算書

就業規則（労働基準監督署の受理印があるページの写し）

労働者派遣事業関係手続提出書類一覧（１）
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1号 1号 1号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 8号

3号 3号 3号 3号

3号-2 3号-2 3号-2 3号-2

3号-3 3号-3 3号-3 3号-3

○ ▲ ▲ ○ △ △ △

○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

◎ ▲ ▲ ◎

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

◎ ◎ ◎

教育訓練の受講時間を労働時間として扱い、相当する賃金を支
払うことを原則とする取扱いを規定した部分

◎ ▲ ▲ ◎

無期雇用派遣労働者を労働者派遣契約の終了のみを理由として
解雇しないことを証する書類。また、有期雇用派遣労働者につい
ても、労働者派遣契約終了時に労働契約が存続している派遣労
働者については、労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇
しないことを証する書類。
労働者派遣契約の終了に関する事項、変更に関する事項及び及
び解雇に関する事項について規定した部分

◎ ▲ ▲ ◎

無期雇用派遣労働者又は有期雇用派遣労働者であるが労働雇
用契約期間内に労働者派遣契約が終了した者について、次の派
遣先を見つけられない等、使用者の責に帰すべき事由により休
業させた場合には、労働基準法第26条に基づく手当を支払うこと
を規定した部分

◎ ▲ ▲ ◎

◎ ▲ ▲ ◎

派遣元責任者の住民票の写し ◎ ◎ ◎ ◎

派遣元責任者の履歴書 ◎ ◎ ◎

派遣元責任者の精神の機能の障害に関する医師の診断書 ※ ※ ※ ※ ※

派遣元責任者講習受講証明書の写し ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎

○ ▲ ▲ ○

◎

○

○

◎ ▲ ▲ ◎

役員の精神の機能の障害に関する医師の診断書

※印は当該役員または派遣元責任者が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合のみ提出をようするもの。

事項別提出書類（様式番号）

株主資本等変動計算書等

法人税の確定申告書の写し

法人税の納税証明書

不動産の登記事項証明書（事業所）

（注１） 提出部数は、事項別提出書類様式については、正本１通、写し２通、添付書類及び参考資料については、正本１通、写し1通である。

（注２） ○印は提出が必要なもの、◎印は全ての事業所ごとに提出が必要なもの、△印は当該書類に変更が加えられた場合にのみ提出を要するもの。▲印は既に提出されているものに変更があった場合のみ提出を
要するもの。
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企業パンフレット等事業内容が確認できるもの（設立直後等で作成し
ていない場合を除く。）

労働者名簿（申請月の前月末現在（前月末で把握が困難な場合は
前々月末現在）のもので、派遣労働者を含む全労働者分）

（注３） 様式第３号－３は、派遣労働者のうち、雇用保険又は健康保険・厚生年金保険の未加入者がいる場合にのみ提出を要するものであること。

許
可
証
の
返
納

添
付
書
類

法
人

定款又は寄附行為

登記事項証明書

役員の住民票の写し

役員の履歴書

個人情報適正管理規程

許
可

許
可
有
効
期
間
の
更
新

変更の届出 許
可
証
再
交
付

事
業
廃
止
届
出

貸借対照表及び損益計算書

派遣労働者のキャリア形成を念頭においた派遣先の提供のための
事務手引、マニュアル等又はその概要の該当箇所の写し

就業規則又は労働契約の以下の該当箇所（写し）

法第７条第１項第４号の財産的基礎に関する要件についての誓約書

労働者派遣事業許可申請の当分の間の措置に関する常時雇用する
派遣労働者数の報告について

就業規則（労働基準監督署の受理印があるページの写し）
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Ⅱ

労働者派遣事業関係手続提出書類一覧（個人用）労働者派遣事業関係手続提出書類一覧（２）

緩
和
さ
れ
た
資
産
要
件
に
て
申
請
す
る
場

合

（
当
分
の
間
の
措
置

）

氏
名

（
個
人

）
又
は
名
称

（
個
人

）

住
所

代
表
者

代
表
者
の
氏
名
又
は
役
職
の
み

役
員

（
代
表
者
を
除
く

）

役
員

（
代
表
者
を
除
く

）
の
氏
名
又
は
役

職
の
み

役
員
の
住
所

事
業
所
の
名
称

事
業
所
の
所
在
地

特
定
製
造
業
務
へ
の
派
遣

派
遣
元
責
任
者

派
遣
元
責
任
者
の
氏
名
の
み

派
遣
元
責
任
者
の
住
所

事
業
所
新
設

事
業
所
廃
止

1号 1号 1号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 5号 8号

3号 3号 3号 3号

3号-2 3号-2 3号-2 3号-2

3号-3 3号-3 3号-3 3号-3

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

※ ※ ※

個人情報適正管理規程 ◎ ▲ ▲ ◎

所得税の確定申告書の写し ○ ○ ○ ○

所得税の納税証明書 ○ ○ ○ ○

預金残高証明書 ○ ○ ○ ○

不動産の登記事項証明書（資産） ○ ○ ○ ○

固定資産税評価額証明書 ○ ○ ○ ○

不動産の登記事項証明書（事業所） ◎ ◎ ◎

教育訓練の受講時間を労働時間として扱い、相当する賃金を支
払うことを原則とする取扱いを規定した部分

◎ ▲ ▲ ◎

無期雇用派遣労働者を労働者派遣契約の終了のみを理由として
解雇しないことを証する書類。また、有期雇用派遣労働者につい
ても、労働者派遣契約終了時に労働契約が存続している派遣労
働者については、労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇
しないことを証する書類。
労働者派遣契約の終了に関する事項、変更に関する事項及び及
び解雇に関する事項について規定した部分

◎ ▲ ▲ ◎

無期雇用派遣労働者又は有期雇用派遣労働者であるが労働雇
用契約期間内に労働者派遣契約が終了した者について、次の派
遣先を見つけられない等、使用者の責に帰すべき事由により休
業させた場合には、労働基準法第26条に基づく手当を支払うこと
を規定した部分

◎ ▲ ▲ ◎

◎ ▲ ▲ ◎

派遣元責任者の住民票の写し ◎ ◎ ◎ ◎

派遣元責任者の履歴書 ◎ ◎ ◎

派遣元責任者の精神の機能の障害に関する医師の診断書 ※ ※ ※ ※ ※

派遣元責任者講習受講証明書の写し ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎

○ ▲ ▲ ○

◎

○

○

◎ ▲ ▲ ◎

（注３） 様式第３号－３は、派遣労働者のうち、雇用保険又は健康保険・厚生年金保険の未加入者がいる場合にのみ提出を要するものであること。

（注２） ○印は提出が必要なもの、◎印は全ての事業所ごとに提出が必要なもの、△印は当該書類に変更が加えられた場合にのみ提出を要するもの。▲印は既に提出されているものに変更があった場合のみ提出を
要するもの。

事
業
廃
止
届
出

許
可
証
の
返
納

許
可

許
可
有
効
期
間
の
更
新

変更の届出 許
可
証
再
交
付

就業規則（労働基準監督署の受理印があるページの写し）

労働者派遣事業許可申請の当分の間の措置に関する常時雇用する
派遣労働者数の報告について

住民票の写し

履歴書

（注１） 提出部数は、事項別提出書類様式については、正本１通、写し２通、添付書類及び参考資料については、正本１通、写し1通である。

就業規則又は労働契約の以下の該当箇所（写し）

参
考
資
料

自己チェックシート

添
付
書
類

個
人

事項別提出書類（様式番号）

代表者の精神の機能の障害に関する医師の診断書

※印は当該代表者または派遣元責任者が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合のみ提出を要するもの。

企業パンフレット等事業内容が確認できるもの（設立直後等で作成し
ていない場合を除く。）

労働者名簿（申請月の前月末現在（前月末で把握が困難な場合は
前々月末現在）のもので、派遣労働者を含む全労働者分）

法第７条第１項第４号の財産的基礎に関する要件についての誓約書

派遣労働者のキャリア形成を念頭においた派遣先の提供のための
事務手引、マニュアル等又はその概要の該当箇所の写し
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